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生徒指導・学校安全課長 山 内 尚 史 

 

   「学校における危機管理の手引（改訂４版）」の追録について（通知） 

 北海道教育委員会では、令和８年６月 19 日に東京都北区の小学校において多数の負傷者を

伴う火災が発生したことを踏まえ、「学校における火災等への対応について」（令和８年６月

22 日教生学第 405 号）により通知していたところですが、火災事故発生時の参考となるよう、

「学校における危機管理の手引（改訂４版）」の追録として別添のとおり対応例を作成しまし

たので、お知らせします。 

 つきましては、各市町村教育委員会及び各学校においては、上記通知と合わせ、本手引を参

考に、危機管理マニュアルの見直しを行うとともに、校内研修等において、全教職員で共通理

解を図るなど、学校における防火安全対策の徹底を図られますようお願いします。 

 なお、本手引は、次の道教委Ｗｅｂページからダウンロードが可能です。 

記 

○「学校における危機管理の手引（改訂４版）」 

https://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ssa/251639.html 

 

 

 

 

 

 （学校安全係） 

様 
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15 火災 

 

 

１ 発生時の対応ポイント 

 

・発生時に授業を担当していない教職員は、火災発生場所を確認し、管理職（防火管理者）に報告するとともに、可能であれば、初 

期消火を行う。なお、退避する際は出火室の扉を閉鎖する。 

・管理職は、消防署に通報するとともに、火災の状況に応じた最も安全な避難経路及び避難場所を決定する。 

・授業担当教諭は、教室の窓を閉めるとともに、生徒の動揺を抑え、避難の準備をする。 

 

・避難誘導を担当する教職員は、火災発生場所、避難経路及び避難場所を校内放送等で指示する。 

・授業担当教諭は生徒を落ち着かせ、指示に基づき整然と避難させる。避難の際は、身を低くし、ハンカチ等を口に当てて避難する 

よう指示する。 

・火災発生時に授業を担当していない教職員は、避難経路及び避難場所における誘導と安全確保を行うとともに、逃げ遅れた生徒が 

いないか確認する。また、特別な配慮を必要とする生徒の避難をサポートする。 

・重要書類等を搬出する。 

 

・授業担当教諭又は担任は、名簿により人員確認、負傷者等の状況確認を行い、管理職に報告する。 

・管理職は、生徒や教職員の負傷の程度に応じ、速やかに救急車を要請するとともに、養護教諭等を中心に救護班を組織し、応急手 

当を行う。 

 

・消防署や警察等関係機関の現場検証などの対応は、管理職に窓口を一本化し、他の教職員は管理職の指示があるまで待機する。 

・負傷した生徒がいる場合は、速やかに保護者に連絡する。 

・今後の対応（下校等の措置）について、連絡網等により保護者に連絡する。 

 

・管理職は、事故の概要について、速やかに市町村教育委員会（教育局）へ報告し、対応策等について指導・助言を受けるとともに、 

状況の変化に応じ適宜報告する。 

 

・報道機関や関係機関等への対応は、窓口を一本化し管理職が当たる。 

 

２ 今後の対応策（未然防止策）のポイント 

 

・消防法に基づき、火災発生時に取るべき対応を危機管理マニュアル又は消防計画に定め、防火管理者を中心に、教室や特別教室の 

日常的な火気管理、避難管理及び設備の維持管理等の防火管理を適切に行うとともに、全教職員が救助袋などの避難器具や消火器 

等の所在やその使い方を熟知しておく。 

 ・学校保健安全法及び同法施行規則に基づき、児童生徒等が通常使用する施設設備の毎学期１回以上の定期的な安全点検や、臨時及 

び日常の安全点検を実施するとともに、消防法など各種法定の点検が実施されていることを確認する。 

・管理職が不在時の場合も、防災体制が機能するように代理者を明確にする。 

・避難経路の指示、出入口の安全確保を行う。 

・通報連絡、初期消火、避難誘導、重要書類等の搬出、救護などの役割分担を適切に行い、初期段階に取るべき対応を簡潔・具体的 

なフローの形で整理するなど、実効性のある防災体制を確立する。 

 ・長期間差し込んだ状態のほこりが堆積したコンセントやプラグなどは、発火のおそれがあることなどにも留意し、日頃から、熱源 

や電気器具・配線の周囲における可燃物管理・清掃を行うとともに、タブレット端末、モバイルバッテリー等のリチウムイオン電 

池を使用する機器については、適切な方法で充電するとともに、異常な発熱、膨張、異臭等の有無を確認するなど、安全管理を徹   

底する。 

・学校付近からの出火に際しても、生徒を安全に避難させるなど、速やかに対応できるようにする。 

 

・様々な時間帯、出火場所を想定した消防訓練（通報・消火・避難訓練）を実施する。 

・特別な配慮を必要とする生徒や負傷者等の避難を円滑に行うための方法を明確にして訓練を行う。 

・自動火災報知設備作動時の初動対応や、消火器等の消火設備及び救助袋等の避難設備の設置場所や使用方法について、教職員も含 

めて確認する。 

 •積雪寒冷期に避難が必要となることもあることから、日頃から避難口付近等の除雪、救助袋等が設置されている窓の開閉確認など、 

雪と凍結の対策を適切に行うとともに、グラウンド以外の緊急避難場所をあらかじめ設定し、避難の手順を確認するなど、実践的 

な避難訓練を実施する。 

状況の把握・対応 

Ａ高校で、授業中に１階ボイラー室から火災が発生した。 

避難指示・誘導 

避難場所での対応 

事後対応 

教育委員会（教育局）への報告 

報道等への対応 

防災体制の確立 

実践的避難訓練の実施 
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 ・夏期と冬期では避難に要する時間や移動経路の状況が異なることから、様々なケースを想定した避難訓練を実施し、教職員はもと 

より児童生徒が自ら危険を判断し、適切な避難行動をとることができるようにする指導を計画的に行う。 

 

３ 関係法令等 

【法令等】 

・消防法第８条（防火管理者）、第17条（消防用設備等設置義務） 

・消防法施行規則第31条の６（消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検 

及び報告） 

・学校保健安全法第27条（学校安全計画の策定等）、第28条（学校環境の 

安全確保）、第29条の2（危険等発生時対処要領の作成等） 

 ・学校保健安全法施行規則第28条（安全点検）、第29条（日常における環 

境の安全） 

・災害対策基本法第46条（災害予防及びその実施責任）、第47条（防災に 

関する組織の整備義務）、第48条（防災訓練義務） 

 【参考資料等】 

・「学校の危機管理マニュアル作成の手引」（平成30年２月 文部科学省） 

・学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン（令和３年６月 文部科学省） 

 ・学校における火災等への対応について（令和８年６月22日付け教生学第405号 施設課長・生徒指導･学校安全課長通知） 

 ・学校における防火防災に係る安全点検等の実施等について（令和８年６月26日付け教生学第426号 施設課長・生徒指導･学校 

安全課長通知） 

 

 

始業前や放課後における火災発生時の留意点 

・校舎内にいる全ての人の安全な場所への避難を

最優先に進める。 

・校舎内を詳しく点検し、児童生徒及び教職員、来

校者が校舎内に残っていないか確認する。 

・避難後は、保護者に連絡し、全児童生徒の安否を

知らせる。 



「学校における危機管理の手引」（改訂４版）第２章 管理上の事故等「15 火災」新旧対照表 

新 旧 

〇 第２章 管理上の事故等 

  15 火災 

 

１ 発生時の対応ポイント 

  状況の把握･対応 

 ･ 発生時に授業を担当していない教職員は、火災発生場所を確認し、管理職 

（防火管理者）に報告するとともに、可能であれば、初期消火を行う。なお、 

退避する際は出火室の扉を閉鎖する。 

 ･ 管理職は、消防署に通報するとともに、火災の状況に応じた最も安全な避難 

経路及び避難場所を決定する。 

 ･ 授業担当教諭は、教室の窓を閉めるとともに、生徒の動揺を抑え、避難の準 

備をする。 

 

避難指示・誘導 （略） 

 

  避難場所での対応 （略） 

 

事後対応 （略） 

 

  教育委員会（教育局）への報告 （略） 

  

報道等への対応 （略） 

 

２ 今後の対応策（未然防止策）のポイント 

  防災体制の確立 

 ･ 消防法に基づき、火災発生時に取るべき対応を危機管理マニュアル又は消 

防計画に定め、防火管理者を中心に、教室や特別教室の日常的な火気管理、 

避難管理及び設備の維持管理等の防火管理を適切に行うとともに、全教職 

員が救助袋などの避難器具や消火器等の所在やその使い方を熟知してお 

く。 

 ･ 学校保健安全法及び同法施行規則に基づき、児童生徒等が通常使用する施 

設設備の毎学期１回以上の定期的な安全点検や、臨時及び日常の安全点検 

〇 第２章 管理上の事故等 

  15 火災 

 

１ 発生時の対応ポイント 

  状況の把握･対応 

 ･ 発生時に授業を担当していない教職員は、火災発生場所を確認し、管理職 

（防火管理者）に報告するとともに、可能であれば、初期消火を行う。 

 

 ･ 管理職は、消防署に通報するとともに、最も安全な避難経路及び避難場所を 

決定する。 

 ･ 授業担当教諭は、教室の窓を閉めるとともに、生徒の動揺を抑え、避難の準 

備をする。 

 

避難指示・誘導 （略） 

 

  避難場所での対応 （略） 

 

事後対応 （略） 

 

  教育委員会（教育局）への報告 （略） 

 

報道等への対応 （略） 

 

２ 今後の対応策（未然防止策）のポイント 

  防災体制の確立 

 ･ 日頃から、消防法に基づき、火災発生時に取るべき対応を危機管理マニュア 

ル又は消防計画に定め、防火管理者を中心に、教室や特別教室の火気管理点 

検を行い、全教職員が消火器の所在やその使い方を熟知しておく。 

 

 

 

 



新 旧 

を実施するとともに、消防法など各種法定の点検が実施されていることを 

確認する。 

 ･ 管理職が不在時の場合も、防災体制が機能するように代理者を明確にする。 

 ･ 避難経路の指示、出入口の安全確保を行う。 

 ･ 通報連絡、初期消火、避難誘導、重要書類等の搬出、救護などの役割分担を 

適切に行い、初期段階に取るべき対応を簡潔・具体的なフローの形で整理す 

るなど、実効性のある防災体制を確立する。 

 ･ 長期間差し込んだ状態のほこりが堆積したコンセントやプラグなどは、発 

火のおそれがあることなどにも留意し、日頃から、熱源や電気器具・配線の 

周囲における可燃物管理・清掃を行うとともに、タブレット端末、モバイル 

バッテリー等のリチウムイオン電池を使用する機器については、適切な方 

法で充電するとともに、異常な発熱、膨張、異臭等の有無を確認するなど、 

安全管理を徹底する。 

 ･ 学校付近からの出火に際しても、生徒を安全に避難させるなど、速やかに対 

応できるようにする。 

 

実践的な避難訓練の実施 

 ･ 様々な時間帯、出火場所を想定した消防訓練（通報・消火・避難訓練）を実 

施する。 

 ･ 特別な配慮を必要とする生徒や負傷者等の避難を円滑に行うための方法を 

明確にして訓練を行う。 

 ･ 自動火災報知設備作動時の初動対応や、消火器等の消火設備及び救助袋等 

の避難設備の設置場所や使用方法について、教職員も含めて確認する。 

 ･ 積雪寒冷期に避難が必要となることもあることから、日頃から避難口付近 

等の除雪、救助袋等が設置されている窓の開閉確認など、雪と凍結の対策を 

適切に行うとともに、グラウンド以外の緊急避難場所をあらかじめ設定し、 

避難の手順を確認するなど、実践的な避難訓練を実施する。 

 ･ 夏期と冬期では避難に要する時間や移動経路の状況が異なることから、 

様々なケースを想定した避難訓練を実施し、教職員はもとより児童生徒が 

自ら危険を判断し、適切な避難行動をとることができるようにする指導を 

計画的に行う。 

 

 

 

 

 ･ 管理職が不在時の場合も、防災体制が機能するように代理者を明確にする。 

 ･ 避難経路の指示、出入口の安全確保を行う。 

 ･ 通報連絡、初期消火、避難誘導、重要書類等の搬出、救護などの役割分担を 

適切に行い、初期段階に取るべき対応を簡潔・具体的なフローの形で整理す 

るなど、実効性のある防災体制を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 ･ 学校付近からの出火に際しても、生徒を安全に避難させるなど、速やかに対 

応できるようにする。 

 

実践的な避難訓練の実施 

 ･ 様々な時間帯、出火場所を想定した消防訓練（通報・消火・避難訓練）を実 

施する。 

 ･ 特別な配慮を必要とする生徒や負傷者等の避難を円滑に行うための方法を 

明確にして訓練を行う。 
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３ 関係法令等 

  【法令等】 

 ･ 消防法第８条（防火管理者）、第 17条（消防用設備等設置義務） 

 ･ 消防法施行規則第 31条の６（消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検 

及び報告） 

 ･ 学校保健安全法第 27条（学校安全計画の策定等）、第 28条（学校環境の 

安全確保）、第 29条の 2（危険等発生時対処要領の作成等） 

 ･ 学校保健安全法施行規則第 28条（安全点検）、第 29条（日常における環 

境の安全） 

 ･ 災害対策基本法第 46条（災害予防及びその実施責任）、第 47条（防災に 

関する組織の整備義務）、第 48条（防災訓練義務） 

 

【参考資料等】 

 ･ 「学校の危機管理マニュアル作成の手引」（平成 30年２月 文部科学省） 

 ･ 学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン（令和３年 

６月 文部科学省） 

 ･ 学校における火災等への対応について（令和８年６月 22日付け教生学第 

405号 施設課長・生徒指導･学校安全課長通知） 

 ･ 学校における防火防災に係る安全点検等の実施等について（令和８年６月 

26日付け教生学第 426号 施設課長・生徒指導･学校安全課長通知） 

 

 

 

 

３ 関係法令等 

  【法令等】 

 ･ 消防法第８条（防火管理者）、第 17条（消防用設備等設置義務） 

 

 

 ･ 学校保健安全法第 27条（学校安全計画の策定等）、第 28条（学校環境の 

安全確保）、第 29条の 2（危険等発生時対処要領の作成等） 

 

 

 ･ 災害対策基本法第 46条（災害予防及びその実施責任）、第 47条（防災に 

関する組織の整備義務）、第 48条（防災訓練義務） 

 

 

 ･ 「学校の危機管理マニュアル作成の手引」（平成 30年２月 文部科学省） 

 ･ 学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン（令和３年 

６月 文部科学省） 

 

 


